
１１ 外部電子計算機との結合の状況

　（１）実施機関別外部電子計算機との結合件数

令和元年度
外部電子計
算機との結
合数

新たな外部
電子計算機
との結合数

終了した外
部電子計算
機との結合
数

（令和元年度
まで外部結合
を行い、令和
2年度中は外
部結合を行わ
なかったも
の）

令和２年度
外部電子計
算機との結
合数

a ｂ ｃ ａ+ｂ-ｃ

区長 61 19 0 80 24

教育委員会 5 3 0 8 0

選挙管理委員会 0 0 0 0 0

監査委員 0 0 0 0 0

議会 0 0 0 0 0

合計 66 22 0 88 24

　※本人同意に基づく外部結合を除く。

　件数

実施機関

内、特定個
人情報の取
扱いがある
ものの数
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

1

総務課 特別定額給
付金給付事
業に係る対
象者情報の
電子的送付

特別定額給付金
の給付業務にお
いて、委託事業
者との情報の授
受と処理速度の
迅速さが重要と
なるとともに、
より高いレベル
の高い安全確保
を保証すること
が必要な要件と
なるため

令和2年4月27時
点で新宿区の住
民基本台帳に記
載されている者

①給付対象者情報
（住民番号、カナ氏
名、漢字氏名、続
柄、生年月日、郵便
番号、住所、世帯番
号、世帯主漢字氏
名、漢字方書）
②給付申請状況（発
送年月日、あて名、
返戻年月日、再発送
年月日、あて名、受
理年月日、申請不備
の場合における不備
理由）
③給付金の状況（給
付の有無、給付受給
者世帯における給付
総額、給付の方法、
振込口座情報、口座
番号、振込年月日、
給付（不支給）決定
通知発送年月日、辞
退の有無）

令和２
年度第
２回審
議会承
認

LGWAN－
ASPサー
ビス提
供事業
者

R2.5.15

2

総務課 特別定額給
付金給付事
業に係るオ
ンライン申
請

郵送による申請
に加え、マイナ
ポータルを利用
したオンライン
申請手続きも可
能とするため

令和2年4月27時
点で新宿区の住
民基本台帳に記
載されている者

①給付対象者情報
（住民番号、カナ氏
名、漢字氏名、続
柄、生年月日、郵便
番号、住所、世帯番
号、世帯主漢字氏
名、漢字方書）
②給付申請状況（発
送年月日、あて名、
返戻年月日、再発送
年月日、あて名、受
理年月日、申請不備
の場合における不備
理由）
③給付金の状況（給
付の有無、給付受給
者世帯における給付
総額、給付の方法、
振込口座情報、口座
番号、振込年月日、
給付（不支給）決定
通知発送年月日、辞
退の有無）

令和２
年度第
２回審
議会承
認

地方公
共団体
情報シ
ステム
機構

R2.5.15

（２）新たに外部計算機との結合を行った外部結合の内訳
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

3

総務課 寄附受領
（ふるさと
納税サービ
ス）

ふるさと納税寄
附者が、ふるさ
と納税サイトを
経由し、寄付手
続きが行える環
境整備のため、
ふるさと納税サ
イトサービス運
営事業者との外
部結合が必要な
ため

ふるさと納税
（寄附金）寄附
者

①申込情報（申込番
号、会員番号、申込
日時、寄附金額、
メールアドレス、氏
名、住所、電話番
号、決済方法、性
別・生年月日（ワン
ストップ特例希望あ
りの場合のみ））
②決済情報（支払番
号、自治体番号、金
額、決済結果、決済
日）

令和２
年度第
３回審
議会承
認

LGWAN－
ASPサー
ビス提
供事業
者

R2.8.1

5

戸籍住
民課

個人番号の
指定、通知
カード及び
個人番号
カードに関
する事務

マイナンバー
カードの交付申
請手続きをオン
ラインで行うこ
とを可能とし、
申請に係る手続
きを簡略化し申
請者の負担軽減
及び利便性の向
上を図るため

マイナンバー
カードの交付申
請を行う者

申請情報（申請書
ID、顔写真、電子証
明書希望有無、点字
希望有無）

令和元
年度第
６回審
議会承
認

株式会
社DNPア
イディ
システ
ム

R2.4.1

R2.4.1LGWAN-
ASPサー
ビス事
業者

平成30
年度第
８回審
議会承
認

○【調定情報】
納付番号、収納機関
番号、税目、確認番
号、納付金区分、氏
名カナ、氏名漢字、
請求合計額、本税
額、延滞金額、延滞
金区分、納付内容カ
ナ（印字された税
目、年度、
期別の内容）、納付
内容漢字、手数料区
分

【収納情報】
支払合計額累積、本
税納付額、延滞金納
付額、領収区分、支
払い方法、チャネル
区分、
入力区分、収納区
分、入金年月日、収
納年月日、MPN
（※）処理年月日、
MPN（※）処理時
刻、MPN（※）処理
通分、仕向けセンタ
コード、金融機関
コード、
店舗コード、金融機
関処理年月日、金融
機関処理時刻、金融
機関処理通番、
決済単位年月日、
MPN（※）通信サー
バ登録年月日

特別区民税・都
民税・軽自動車
税納税義務者

Pay-easy納付の
導入に伴い、マ
ルチペイメント
ネットワークに
接続することが
できる専用の
サーバが必要と
なるため。

特別区民
税・都民
税・軽自動
車税

税務課

4

89



№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

6

文化観
光課

新宿区博物
館資料デー
タベースの
運用

新宿区が収蔵す
る全資料のデー
タ化・一元化及
び区によるデー
タ管理・監督を
実現するため、
区、新宿区歴史
博物館及び漱石
山房記念館のPC
からインター
ネット経由で収
蔵管理システム
にアクセスでき
る環境整備を行
うため

収蔵資料の寄贈
者及び寄託者

氏名、住所、電話番
号、その他資料情報

令和元
年度第
７回審
議会承
認

早稲田
システ
ム開発
株式会
社

R2.4.1

7

介護保
険課

介護保険料
納入通知等
の作成等業
務

印字データの送
信にあたり、よ
りレベルの高い
安全性を確保す
るため、区イン
トラネットパソ
コンとLGWAN－
ASPサービス提
供事業者のサー
バーを結合する
必要があるため

新宿区介護保険
被保険者

被保険者異本情報、
送付策情報、税情
報。生活保護・中国
残留邦人等支援給付
等関係情報、賦課情
報、特別徴収に係る
情報、収納情報、口
座情報、滞納整理情
報

令和２
年度第
２回審
議会承
認

LGWAN－
ASPサー
ビス提
供事業
者

R2.7.1

8

生活福
祉課
保護担
当課

法内援護・
法外援護

番号法改正によ
り、進学準備給
付金の支給事務
が個人番号利用
事務と位置づけ
られ、個人番号
を用いたシステ
ムによる情報連
携が可能となっ
た。保護費の適
正化及び事務処
理の利便性向上
のため外部結合
を行う。

区内生活保護受
給者

住所要件、統計要件
（世帯、訪問類型、
費用区分等）、保護
世帯構成、扶養義務
者、生活扶助要件、
住宅扶助要件、教育
扶助要件、その他扶
助要件、収入要件、
介護扶助要件、医療
扶助要件、他法要
件、保護受給者口座
情報、返還金・弁償
金債権管理情報、法
外扶助要件、就労準
備給付金、進学準備
給付金

〇 令和元
年度第
７回審
議会承
認

地方公
共団体
情報シ
ステム
機構

R2.6.1
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

9

生活福
祉課
保護担
当課

生活保護
（法内援
護）、中国
残留邦人等
に対する支
援

生活保護受給者
の日常生活・社
会生活の自立及
び医療扶助の適
正化を図るため

区内生活保護受
給者及び中国残
留邦人等支援受
給者

診療年月日、レセプ
ト種別、都道府県番
号、処理年月日、レ
セプト管理番号、検
索番号、医療機関
名、診療科、保険種
別、本人・家族区
分、市町村番号、受
給者番号、保険者番
号、被保険者証記
号・番号、給付割
合、公費負担番号、
氏名、性別、生年月
日、診療実日数、傷
病名、主傷病名、診
療開始日、決定点
数、請求点数、療養
の給付、食事療養・
生活療養、請求確定
金額、高額療養費金
額、健康診査結果

〇 令和元
年度第
７回審
議会承
認

LGWAN-
ASPサー
ビス事
業者

R2.6.1

10

生活福
祉課

収納データ
等作成業務

収納データ等作
成業務などにお
いて、安全性の
向上のため、媒
体（MO）方式か
らLGWANデータ
伝送に対応した
方式とするため

生活保護費返還
金の口座振替を
希望する被保護
者及び被保護者
であったもの

税目、顧客番号、引
落金融機関名・支店
名、引落金融機関
コード・支店コー
ド、預金科目、口座
番号、預金者名、引
落金額、調定年度、
期別（月）、引落年
月日、納付額、口座
不能理由

令和元
年度第
６回審
議会承
認

みずほ
情報総
研株式
会社

R2.4.1

11

保健予
防課

新型コロナ
ウイルス感
染者等情報
把握・管理
システム
（HER-SYS)

新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から、
効率的に患者等
に関する情報を
収集し、関係者
間での情報共有
が必要なため

新型コロナウイ
ルス感染症患
者、同感染症の
議事症患者及び
新型コロナウイ
ルス感染症の濃
厚接触者

受付年月日、氏名、
生年月日、年代、性
別、国籍、住所、管
轄保健所、連絡先電
話番号、メールアド
レス、職業、勤務
先、学校情報、緊急
連絡先、濃厚接触者
の場合は契機となっ
た患者

令和２
年度第
４回審
議会了
承（感
染症法
第12条
第1項）

厚生労
働省

R2.8.3
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

12

保健予
防課

新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
事務運営業
務

区が管理してい
る保健情報シス
テム（対人系）
について、国が
構築した「ワク
チン接種記録シ
ステム」と外部
結合し、接種情
報を迅速にデー
タ化すること
で、円滑かつ確
実に事業を実施
するため

新宿区民（住民
基本台帳上の区
民）

宛名番号（住民番
号）、氏名、生年月
日、性別、転出/死
亡フラグ、マイナン
バー、接種券番号

令和２
年度第
４回審
議会了
承（予
防接種
法第6条
第1項、
予防接
種法第
29条、
予防接
種法附
則第7条
第2項、
地方自
治法第
245条の
9）

内閣官
房

R3.2.1

13

健康づ
くり課

特定健康診
査

「特定健康診査
及び特定保健指
導の実施に関す
る基準（厚生労
働省令）」が改
正される予定
で、オンライン
資格確認等シス
テムを利用して
保険者間の特定
健康診査情報等
の引継ぎをする
場合は本人同意
が不要となるこ
とから、同省令
に基づく全国一
律の事務処理を
適正に行うため

特定健康診査対
象者

健診結果、問診結
果、国保記号番号、
生年月日、性別、整
理番号、カナ氏名、
漢字氏名、郵便番
号、漢字住所、漢字
方書、電話番号、住
所地特例フラグ、資
格証区分、マル学・
マル遠区分、資格取
得事由、資格取得年
月日、資格取得、届
出日、資格喪失事
由、資格喪失年月
日、資格喪失届出
日、保険証回収日、
旧国保記号番号、旧
住民番号、旧記号番
号有効日

○ 令和２
年度第
９回審
議会了
承（特
定健康
診査及
び特定
保健指
導の実
施に関
する基
準（厚
生労働
省
令））

国民健
康保険
中央会

R3.3.1
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

15

医療保
険年金
課

国民健康保
険

LGWAN回線によ
るデータ授受方
式を導入するこ
とのより安全性
の向上を図る

新宿区国民健康
保険被保険者及
びその世帯主

住所、世帯主名、保
険証番号、被保険者
氏名、生年月日、資
格取得日・喪失日、
性別、保険証の有効
期限、制限・負担区
分

令和元
年度第
７回審
議会承
認

LGWAN-
ASPサー
ビス事
業者

R2.4.1

国民健康保険料
の納付義務者

モバイル納付の
導入に伴い、納
付サービス提供
事業者が有する
納付収納セン
ターとの外部結
合が必要なため

国民健康保
険

医療保
険年金
課

14

R2.4.1LGWAN-
ASPサー
ビス事
業者

平成30
年度第
８回審
議会承
認

通知書番号、レコー
ド区分、ファイル作
成日、代行会社コー
ド、収納機関コー
ド、利用区分、デー
タ識別コード、収納
日付、収納時間、国
コード、区自由使用
欄（処理区分、賦課
年度、対象年度、通
知書番号、期別、調
定額、収納額、延滞
金、再発行区分、支
払い期限日、印紙フ
ラグ、支払い金
額）、収納店舗コー
ド、支払い予定日、
確認番号、発行年月
日、クレジット送信
年月日、経理処理
日、小売業企業コー
ド、速報件数合計、
速報金額合計、確報
件数合計、確報金額
合計、速報取消件数
合計、速報取消金額
合計、レコード総件
数
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

17

医療保
険年金
課

国民健康保
険

国民健康保険料
のコンビニ収納
について

新宿区国民健康
保険被保険者及
びその世帯主

国民健康保険料通知
書番号・納付額

平成17
年度第
２回審
議会承
認

株式会
社NTT
データ

H18.6.1
記載漏れ

保険者番号、データ区分、
被保険者番号、被保険者証
番号、世帯番号、宛名番
号、個人番号（マイナン
バー）、市町村被保険者
ID、行政区保険者番号、旧
市町村者変更日、旧市町村
保険者番号、旧保険者証記
号、旧被保険者証番号、旧
世帯番号、旧宛名番号、旧
番号有効日、旧宛名番号有
効日、旧行政区保険者番
号、氏名、通称名、本名通
称名区分コード、生年月
日、性別、続柄、住所、住
基転入前コード、住基転出
先コード、住登外フラグ、
性別抑止フラグ、送付抑止
フラグ、国保適用開始（終
了・変更）届出日、国保適
用（終了・変更）開始年月
日、国保適用（終了・変
更）開始事由、国保資格取
得（喪失）届出日、国保資
格（喪失）取得年月日、国
保資格取得（喪失）事由、
保険証回収日、保険証回収
事由、給付年月日、給付終
了年月日、制度、退職本人
コード、本人との続柄、終
了識別子、異動届出日、異
動年月日、異動事由、学遠
該当、施設入所区分、住居
地市町村保険者番号、原爆
区分、終了識別子、証区
分、交付年月日、有効期
限、適用年月日、回収日、
回収事由、終了識別子、交
付年月日、有効期限、発行
期日、一部負担金割合、限
度額適用区分、長期入院該
当年月日、自己負担限度
額、認定疾病名コード、減
免証明（証明区分、割合、
開始年月日、終了年月日、
終了識別子）、被保険者証
記号及び被保険者券面記載
氏名、券面記載氏名が通称
名の場合の本名等、DV被害
等に関する自己情報非開示
申出の有無、自己負担額が
変更となった場合等の回収
理由・発生年月日

新宿区国民健康
保険被保険者及
びその世帯員並
びに元被保険者
及びその世帯員

オンライン資格
確認等システム
の稼働にあた
り、区が管理し
ている資格情報
を国保連合会を
経由し、国保中
央会が管理する
医療保険者等向
け中間サーバー
へ登録する必要
があるため

国民健康保
険

医療保
険年金
課

R2.10.1国民健
康保険
中央会

令和２
年度第
３回審
議会了
承（健
康保険
法第３
条第13
項）

〇
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

18

医療保
険年金
課

国民健康保
険

ペイジー納付の
導入に伴う
LGWAN-ASPサー
ビス認定事業者
との外部結合に
ついて

国民健康保険料
の納付義務者

納付番号、収納機関
番号、項目(国民健
康保険料)、確認番
号、納付金区分、氏
名カナ、
氏名漢字、請求合計
額、国民健康保険料
本体金額、延滞金
額、延滞金区分、納
付内容カナ（項目
(国民健康保険料)、
年度、期別の内
容）、納付内容漢
字、手数料区分

平成30
年度第
８回審
議会承
認

納付
サービ
ス提供
事業者

R2.6.1

19

住宅課 マンション
管理状況届
出制度

「東京における
マンションの適
正な管理の促進
に関する条例施
行規則」に基づ
き、東京都が
LGWAN-ASPサー
ビスとして開発
した「マンショ
ン管理状況届出
システム」にて
一元管理するこ
ととされてお
り、マンション
仮状況届出シス
テムとの結合が
必要であるため

新宿区内にある
昭和５８年１２
月３１日以前に
新築されたマン
ション（６戸以
上有する）等の
管理組合の理事
長又は区分所有
者（管理組合が
ない場合）

届出書記載項目 令和２
年度第
２回審
議会了
承（東
京にお
けるマ
ンショ
ンの適
正な管
理の促
進に関
する条
例施行
規則）

LGWAN-
ASPサー
ビス提
供事業
者

R2.4.1

20

教育支
援課

デジタルド
リル教材に
係る外部結
合

区立学校の休業
期間の長期化等
に伴い、家庭学
習での補完を目
的としてデジタ
ルドリル教材の
利用を貸与した
タブレット等か
らも可能とする
とともに、学校
が進捗管理を行
うため、イン
ターネットを経
由しデジタルド
リル教材サービ
ス提供事業者
（東日本電信電
話株式会社）と
の結合が必要で
あるため

区立学校の児
童・生徒

ユーザーID、パス
ワード、学校名、学
年、学級、氏名、学
習履歴

令和２
年度第
１回審
議会承
認

東日本
電信電
話株式
会社

R2.6.1
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№
結合を
行った
課

業務名
外部結合を
行った理由

外部結合によ
る処理対象者

外部結合に係る個
人情報記録の項目

特定個人
情報の有

無

条例根
拠

結合の
相手方

結合の開始
年月日

21

教育支
援課

Palstep(パ
ルステッ
プ）に係る
外部結合

区立学校の休業
期間の長期化等
に伴い、家庭学
習での補完を目
的として
palstepの利用
を貸与したタブ
レット等からも
可能とするとと
もに、学校が進
捗管理を行うた
め、インター
ネットを経由し
デジタルドリル
教材サービス提
供事業者（SBプ
レイヤーズ株式
会社）との結合
が必要であるた
め

区立学校の児
童・生徒

ユーザーID、パス
ワード、学校名、学
年、学級、氏名、保
護者氏名、学習履
歴、メッセージ記録
＊氏名及び保護者氏
名は、番号又はニッ
クネームで管理

令和２
年度第
１回審
議会承
認

SBプ
レー
ヤーズ
株式会
社

R2.6.1

22

教育支
援課

GIGAスクー
ル構想実現
のための教
育用システ
ムの運用

区立学校の児
童・生徒が各家
庭でも学習でき
る環境を構築
し、学習機会を
保障することを
目的として、ク
ラウド上の各
サービスの利用
を可能とするた
め

区立学校の児
童・生徒

ユーザーID、パス
ワード、学校名、学
年、学級、氏名、学
習履歴、学習成果物

令和２
年度第
７回審
議会承
認

マイク
ロソフ
ト

エヌ・
ティ・
ティコ
ミュニ
ケー
ション
株式会
社

SKY株式
会社

R3.3.1
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実績はありません。

（令和元年度まで外部結合を行い、令和2年度中は外部結合を行わなかったもの）

（３）外部計算機との結合を終了した外部結合の内訳

97


